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１．2027年３月期第１四半期の連結業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上収益 コア営業利益 営業利益 四半期利益
親会社の所有者に

帰属する四半期利益
四半期包括利益

合計額
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 129,495 19.9 18,134 △11.0 18,188 △10.8 16,997 51.7 16,997 51.7 18,910 180.0

2026年３月期第１四半期 108,002 19.1 20,365 － 20,400 － 11,206 △29.7 11,206 △29.7 6,754 40.9

(参考) 税引前四半期利益 2027年３月期第１四半期 18,295百万円 2026年３月期第１四半期 11,932百万円

※コア営業利益は、営業利益から一部の項目を除外したものとなります。

基本的１株当たり
四半期利益

希薄化後１株当たり
四半期利益

円 銭 円 銭

2027年３月期第１四半期 39.02 －

2026年３月期第１四半期 28.21 －

（２）連結財政状態

資産合計 資本合計
親会社の所有者に
帰属する持分

親会社所有者
帰属持分比率

１株当たり親会社
所有者帰属持分

百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭

2027年３月期第１四半期 844,883 408,555 408,555 48.4 910.75

2026年３月期 804,571 292,467 292,467 36.4 736.16

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2027年３月期 －

2027年３月期(予想) － － － －
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

当社は定款において第２四半期末日および期末日を配当基準日と定めていますが、現時点では2027年３月期の配当予想額は
未定です。

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上収益 コア営業利益 営業利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益

基本的１株当たり
当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 251,000 10.5 30,000 △68.8 30,000 △68.8 26,000 △73.7 58.80
通期 540,000 19.1 91,000 △14.1 90,000 △16.2 77,000 △27.9 172.89

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
2026年５月13日公表の「2026年３月期 決算短信〔IFRS〕(連結)」では、2027年３月期第２四半期累計の連結業績予想を行
っていませんでしたが、今回上記のとおり公表しました。なお、通期予想については変更ありません。



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社（社名） － 、除外 －社（社名） －

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

(注) 詳細は、添付資料P.13「２.要約四半期連結財務諸表及び主な注記 (５)要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

(重要性がある会計方針)」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2027年３月期第１四半期 449,204,554株 2026年３月期 397,900,154株

② 期末自己株式数 2027年３月期第１四半期 611,326株 2026年３月期 611,105株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 2027年３月期第１四半期 435,626,295株 2026年３月期第１四半期 397,289,812株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料には、当社グループに関する業績その他の予想、見通し、目標、計画その他の将来に関する事項が含まれていま
す。これらの事項は、発表日現在において入手可能な情報による当社の仮定、見積り、見通しその他の判断に基づくも
のであり、既知または未知のリスクおよび不確実性が内在しています。したがって、その後のさまざまな要因により、
予想・計画・目標などが記載どおりに実現しない可能性や、実際の業績、開発の成否・進捗その他の見通しなどが記載
内容と大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件などにつきましては、添付資料P.４「１．当四
半期決算に関する定性的情報（５）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

・医薬品（開発中のものを含む）に関する情報が含まれていますが、その内容は宣伝広告、医学的アドバイスを目的とし
ているものではありません。

・四半期決算短信の開示とあわせて、四半期決算補足資料および四半期決算説明会資料を開示しています。
・当社は、2026年７月31日（金）に機関投資家、証券アナリスト、報道関係者向けに、第１四半期決算説明会を開催する
予定です。この決算説明会の音声については、開催後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

文中における将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

す。

（１）経営成績に関する説明

（（（（（業績管理指業績管理指業績管理指業績管理指業績管理指標標標標標「「「「「コア営業利コア営業利コア営業利コア営業利コア営業利益益益益益」」」」」についについについについについててててて）））））

当社グループでは、国際会計基準（以下「IFRS」）の適用にあたり、会社の収益性を示す利益指標として、「コア営

業利益」を設定し、これを当社独自の業績管理指標として採用しています。

「コア営業利益」は、営業利益から一部の項目を除外したものとなります。除外する主なものは、減損損失、事業構

造改善費用、条件付対価公正価値の変動額等です。

当第１四半期連結累計期間の当社グループの連結業績は、以下のとおりです。

（単位：億円）

前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日

至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自 2026年４月１日

至 2026年６月30日)

増減
増減率

（％）

売上収益売上収益売上収益売上収益売上収益 1,080 1,295 215 19.9

コア営業利益コア営業利益コア営業利益コア営業利益コア営業利益 204 181 △22 △11.0

営業利益営業利益営業利益営業利益営業利益 204 182 △22 △10.8

税引前四半期利益税引前四半期利益税引前四半期利益税引前四半期利益税引前四半期利益 119 183 64 53.3

親会社の所有者に親会社の所有者に親会社の所有者に親会社の所有者に親会社の所有者に

帰属する四半期利益帰属する四半期利益帰属する四半期利益帰属する四半期利益帰属する四半期利益
112 170 58 51.7

■■■■■ 売上収益は1,295億売上収益は1,295億売上収益は1,295億売上収益は1,295億売上収益は1,295億円円円円円（（（（（前年同四半期比19.前年同四半期比19.前年同四半期比19.前年同四半期比19.前年同四半期比19.99999％％％％％増増増増増）））））となりましとなりましとなりましとなりましとなりましたたたたた。。。。。

米国において進行性前立腺がん治療剤「オルゴビクス」および過活動膀胱治療剤「ジェムテサ」の売上が拡大した

こと等による増収が、前連結会計年度においてアジア事業の一部持分を譲渡したことによる減収を上回り、前年同四

半期比215億円増収の1,295億円となりました。

＜米国＞

抗てんかん剤「アプティオム」の独占販売期間が終了したことにより売上が減少しましたが、「オルゴビクス」お

よび「ジェムテサ」の売上が拡大したこと等により、前年同四半期比244億円増収の943億円となりました。

＜日本＞

２型糖尿病治療剤「エクア」「エクメット」の自社販売が終了したことにより売上が減少しましたが、持効性抗精

神病剤「ゼプリオン」「ゼプリオンTRI」の自社販売を開始したことや２型糖尿病治療剤「ツイミーグ」の売上が伸

長したこと等により、前年同四半期比10億円増収の222億円となりました。

＜その他＞

欧州向けの輸出売上等が増加しましたが、前連結会計年度においてアジア事業の一部持分を譲渡したことによる減

収の影響が大きく、前年同四半期比39億円減収の130億円となりました。

■■■■■ コア営業利益は181億コア営業利益は181億コア営業利益は181億コア営業利益は181億コア営業利益は181億円円円円円（（（（（前年同四半期比11.前年同四半期比11.前年同四半期比11.前年同四半期比11.前年同四半期比11.00000％％％％％減減減減減）））））となりましとなりましとなりましとなりましとなりましたたたたた。。。。。

増収となったものの、主にアジア事業の一部持分譲渡に伴う品目構成の変化により売上総利益率は低下しました。

また、米国での売上収益拡大に向けた販売促進費が増加したこと等により販売費及び一般管理費が増加し、がん領域

の臨床試験の加速および精神神経領域の臨床試験の推進により研究開発費も増加しました。これらの結果、コア営業

利益は減益となりました。

■■■■■ 営業利益は182億営業利益は182億営業利益は182億営業利益は182億営業利益は182億円円円円円（（（（（前年同四半期比10.前年同四半期比10.前年同四半期比10.前年同四半期比10.前年同四半期比10.88888％％％％％減減減減減）））））となりましとなりましとなりましとなりましとなりましたたたたた。。。。。

コア営業利益の減益により、営業利益は減益となりました。
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■■■■■ 税引前四半期利益は18税引前四半期利益は18税引前四半期利益は18税引前四半期利益は18税引前四半期利益は1833333億億億億億円円円円円（（（（（前年同四半期比53.前年同四半期比53.前年同四半期比53.前年同四半期比53.前年同四半期比53.33333％％％％％増増増増増）））））となりましとなりましとなりましとなりましとなりましたたたたた。。。。。

営業利益は減益であったものの、前年同四半期に為替差損を計上した一方、当第１四半期連結累計期間においては

為替差益を計上したこと等により、税引前四半期利益は増益となりました。

■■■■■ 親会社の所有者に帰属す親会社の所有者に帰属す親会社の所有者に帰属す親会社の所有者に帰属す親会社の所有者に帰属する四半期利益は170億る四半期利益は170億る四半期利益は170億る四半期利益は170億る四半期利益は170億円円円円円（（（（（前年同四半期比51.前年同四半期比51.前年同四半期比51.前年同四半期比51.前年同四半期比51.77777％％％％％増増増増増）））））となりましとなりましとなりましとなりましとなりましたたたたた。。。。。

税引前四半期利益の増益の影響が大きく、親会社の所有者に帰属する四半期利益は増益となりました。

なお、従来、地域別の報告セグメントによる開示を行ってきましたが、今後の事業運営がグローバルとなる実態を踏

まえ、当第１四半期連結会計期間より医薬品事業単一セグメントに変更しています。このため、従来の当社グループの

報告セグメントに基づく経営成績に関する記載は省略しています。詳細については、「２．要約四半期連結財務諸表及

び主な注記 （５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項 （セグメント情報等）」を参照ください。

（２）財政状態に関する説明

資産については、前連結会計年度末に比べ403億円増加し、8,449億円となりました。

非流動資産では、円安の進行による為替換算の影響によりのれんが増加したこと、および再生細胞医薬事業において

連携している株式会社RACTHERAへの追加出資等により持分法で会計処理されている投資が増加した結果、前連結会計年

度末に比べ21億円増加しました。

流動資産では、現金及び現金同等物が増加した結果、前連結会計年度末に比べ382億円増加しました。

負債については、借入金やその他の流動負債が減少した結果、前連結会計年度末に比べ758億円減少し、4,363億円と

なりました。

資本合計は、当第１四半期連結会計期間に実施した公募増資により資本金および資本剰余金が増加したこと、ならび

に四半期利益の計上により利益剰余金が増加した結果、前連結会計年度末に比べ1,161億円増加し、4,086億円となりま

した。

なお、当第１四半期連結会計期間末の親会社所有者帰属持分比率は48.4％となりました。

（３）キャッシュ・フローに関する説明

営業活動によるキャッシュ・フローは、四半期利益の増加やその他の金融負債の増加等がありましたが、営業債権及

びその他の債権の増加、営業債務及びその他の債務の減少、ならびにその他に含まれるその他の流動負債等の減少等が

これを上回り、前年同四半期に比べ73億円支出が増加し、74億円の支出となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資の売却及び償還による収入の増加等により前年同四半期に比べ44億円収

入が増加し、０億円の収入となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、当第１四半期連結累計期間は株式の発行による収入および長期借入金の返済

による支出等があった結果、前年同四半期に比べ359億円収入が増加し、392億円の収入となりました。

上記のキャッシュ・フローに、現金及び現金同等物に係る換算差額を加味した結果、当第１四半期連結会計期間末に

おける現金及び現金同等物は766億円となり、前連結会計年度末に比べ323億円増加しました。

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、114億円（前年同四半期比39.8％増）となりました。なお、

前年同四半期には事業構造改善費用が含まれていることから、これを除いたコアベースの研究開発費は、前年同四半期

に比べて41.2％増となりました。

がん領域では、本年４月、enzomenib（開発コード：DSP-5336）について、NPM1遺伝子変異陽性の急性骨髄性白血病を

対象としたピボタルフェーズ２試験を開始しました。また、６月にはKMT2A遺伝子再構成陽性の急性白血病を対象とした

ピボタルフェーズ２試験において、中間解析に必要な症例登録を完了しました。
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（５）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当第１四半期連結業績の実績および第２四半期の業績見通し等を踏まえ、第２四半期累計（中間期）連結業績予想

値を下記のとおり公表します。

なお、通期予想については期初予想から変更していません。

2027年３月期第２四半期累計（中間期）連結業績予想（2026年４月１日～2026年９月30日）

売上収益
コア

営業利益
営業利益

親会社の

所有者に

帰属する

中間利益

基本的

１株当たり

中間利益

前 回 発 表 予 想（Ａ）

百万円

－

百万円

－

百万円

－

百万円

－

円 銭

－

今 回 修 正 予 想（Ｂ） 251,000 30,000 30,000 26,000 58.80

増 減 額（Ｂ－Ａ） － － － － －

増 減 率（ ％ ） － － － － －

（ご参考）前年同期実績

（2026年３月期

第２四半期累計（中間期））

227,122 96,084 96,157 98,860 248.84

（注）「コア営業利益」は、営業利益から一部の項目を除外したものとなります。除外する主なものは、減損損失、

事業構造改善費用、条件付対価公正価値の変動額等です。

為替レート（期中平均為替レート）は期初公表通期予想と同一の１米ドル155.00円を前提としています。

（注）上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報および合理的であると判断する一定の前提に基づ

いており、実際の業績は、今後さまざまな要因により異なる結果となる可能性があります。
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２．要約四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書

【要約四半期連結損益計算書】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

売上収益 108,002 129,495

売上原価 44,112 61,414

売上総利益 63,890 68,081

販売費及び一般管理費 35,657 39,237

研究開発費 8,175 11,430

その他の収益 1,346 468

その他の費用 366 131

持分法による投資損益（△は損失） △638 437

営業利益 20,400 18,188

金融収益 585 2,200

金融費用 9,053 2,093

税引前四半期利益 11,932 18,295

法人所得税 726 1,298

四半期利益 11,206 16,997

四半期利益の帰属

親会社の所有者持分 11,206 16,997

四半期利益 11,206 16,997

１株当たり四半期利益（円）

基本的１株当たり四半期利益 28.21 39.02
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【要約四半期連結包括利益計算書】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

四半期利益 11,206 16,997

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目：

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産の変動

△217 △194

持分法適用会社における
その他の包括利益に対する持分

－ △40

純損益にその後に振り替えられる可能性の
ある項目：

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産の変動

23 －

在外営業活動体の換算差額 △4,258 1,796

持分法適用会社における
その他の包括利益に対する持分

－ 351

その他の包括利益合計 △4,452 1,913

四半期包括利益合計 6,754 18,910

四半期包括利益の帰属

親会社の所有者持分 6,754 18,910

四半期包括利益合計 6,754 18,910
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（２）要約四半期連結財政状態計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

資産

非流動資産

有形固定資産 44,231 44,511

のれん 211,098 214,385

無形資産 160,474 157,358

その他の金融資産 44,703 42,894

未収法人所得税 7,234 7,347

退職給付に係る資産 19,463 19,682

持分法で会計処理されている投資 36,400 38,818

その他の非流動資産 1,295 1,805

繰延税金資産 421 601

非流動資産合計 525,319 527,401

流動資産

棚卸資産 85,414 79,675

営業債権及びその他の債権 131,414 139,508

その他の金融資産 5,327 7,412

未収法人所得税 3,273 3,277

その他の流動資産 9,514 10,970

現金及び現金同等物 44,310 76,640

流動資産合計 279,252 317,482

資産合計 804,571 844,883
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

負債及び資本

負債

非流動負債

社債及び借入金 179,056 119,658

その他の金融負債 16,563 17,004

退職給付に係る負債 5,663 5,659

その他の非流動負債 23,486 16,448

繰延税金負債 15,836 15,686

非流動負債合計 240,604 174,455

流動負債

借入金 38,130 41,000

営業債務及びその他の債務 56,698 48,864

その他の金融負債 35,217 38,618

未払法人所得税 1,120 1,898

引当金 89,566 96,210

その他の流動負債 50,769 35,283

流動負債合計 271,500 261,873

負債合計 512,104 436,328

資本

資本金 22,400 71,321

資本剰余金 － 48,258

自己株式 △684 △685

利益剰余金 158,981 176,508

その他の資本の構成要素 111,770 113,153

親会社の所有者に帰属する持分合計 292,467 408,555

資本合計 292,467 408,555

負債及び資本合計 804,571 844,883
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（３）要約四半期連結持分変動計算書

（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の資本の構成要素

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する金融資
産の変動

在外営業活動
体の換算差額

合計

2025年４月１日残高 22,400 － △682 46,784 9,306 88,219 97,525

四半期利益 － － － 11,206 － － －

その他の包括利益 － － － － △194 △3,520 △3,714

四半期包括利益合計 － － － 11,206 △194 △3,520 △3,714

新株の発行 － － － － － － －

自己株式の取得 － － △0 － － － －

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

－ － － △66 66 － 66

所有者との取引額等合計 － － △0 △66 66 － 66

2025年６月30日残高 22,400 － △682 57,924 9,178 84,699 93,877

2026年４月１日残高 22,400 － △684 158,981 8,768 103,002 111,770

四半期利益 － － － 16,997 － － －

その他の包括利益 － － － － △234 2,147 1,913

四半期包括利益合計 － － － 16,997 △234 2,147 1,913

新株の発行 48,921 48,258 － － － － －

自己株式の取得 － － △1 － － － －

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

－ － － 530 △530 － △530

所有者との取引額等合計 48,921 48,258 △1 530 △530 － △530

2026年６月30日残高 71,321 48,258 △685 176,508 8,004 105,149 113,153
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（単位：百万円）

親会社の所有者に
帰属する持分

資本合計
売却目的で保
有する資産に
関連するその
他の包括利益

合計

2025年４月１日残高 3,452 169,479 169,479

四半期利益 － 11,206 11,206

その他の包括利益 △738 △4,452 △4,452

四半期包括利益合計 △738 6,754 6,754

新株の発行 － － －

自己株式の取得 － △0 △0

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

－ － －

所有者との取引額等合計 － △0 △0

2025年６月30日残高 2,714 176,233 176,233

2026年４月１日残高 － 292,467 292,467

四半期利益 － 16,997 16,997

その他の包括利益 － 1,913 1,913

四半期包括利益合計 － 18,910 18,910

新株の発行 － 97,179 97,179

自己株式の取得 － △1 △1

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

－ － －

所有者との取引額等合計 － 97,178 97,178

2026年６月30日残高 － 408,555 408,555
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（４）要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

四半期利益 11,206 16,997

減価償却費及び償却費 5,203 4,899

条件付対価契約に関する金融資産及び
金融負債の公正価値変動額

△139 △281

受取利息及び配当金 △362 △460

支払利息 1,817 1,609

法人所得税 726 1,298

営業債権及びその他の債権の増減額
（△は増加）

△11,719 △7,277

棚卸資産の増減額（△は増加） 2,142 5,878

営業債務及びその他の債務の増減額
（△は減少）

1,409 △8,728

前受収益の増減額（△は減少） △3,155 △3,483

その他の金融負債の増減額（△は減少） △209 6,534

退職給付に係る資産及び負債の増減額 △172 △223

引当金の増減額（△は減少） 2,110 5,158

その他 △7,836 △28,855

小計 1,021 △6,934

利息の受取額 231 253

配当金の受取額 124 199

利息の支払額 △649 △516

法人所得税の支払額 △919 △445

営業活動によるキャッシュ・フロー △192 △7,443

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,474 △663

有形固定資産の売却による収入 333 33

無形資産の取得による支出 △977 △363

関係会社株式の取得による支出 △2,338 △1,670

投資の取得による支出 △462 △586

投資の売却及び償還による収入 108 2,786

条件付対価の決済による収入 － 512

子会社の支配喪失による収入 51 －

その他 445 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,314 49

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,970 2,870

長期借入金の返済による支出 － △60,000

リース負債の返済による支出 △670 △505

株式の発行による収入 － 96,875

配当金の支払額 △1 △1

その他 △80 △87

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,219 39,152
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,287 31,758

現金及び現金同等物の期首残高
（要約四半期連結財政状態計算書計上額)

23,116 44,310

売却目的で保有する資産に含まれる
現金及び現金同等物の振戻額

13,172 －

現金及び現金同等物の期首残高 36,288 44,310

現金及び現金同等物に係る換算差額 △788 572

現金及び現金同等物の四半期末残高 34,213 76,640

売却目的で保有する資産への振替に伴う
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

△13,760 －

現金及び現金同等物の四半期末残高
（要約四半期連結財政状態計算書計上額)

20,453 76,640
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（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

（財務報告の枠組み）

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第２項

に準拠して作成しています（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されてい

ます）。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要性がある会計方針）

本要約四半期連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、以下を除き、前連結会計年度の連結財務諸

表において適用した会計方針と同一です。

なお、当第１四半期連結累計期間の法人所得税は、見積年次実効税率を基に算定しています。

基準書、解釈指針の新設又は改訂 新設又は改訂の概要

IFRS第７号 金融商品：開示
金融商品の分類及び測定の明確化並びに資本性金融商品への投資の開

示に関する規定等
IFRS第９号 金融商品

当社グループは、当第１四半期連結会計期間より「金融商品の分類及び測定の修正（IFRS第７号、およびIFRS第９

号の改訂）」を適用しています。当該基準書の適用による本要約四半期連結財務諸表への重要な影響はありません。

（セグメント情報等）

当社グループでは、従来、日本、北米、アジアの３つを報告セグメントとして業績管理を行ってきましたが、当第

１四半期連結会計期間より単一の事業セグメントに変更しています。

この変更は、前連結会計年度において、米国基幹３製品の特許権を中心とした資産等を当社の完全子会社である

Sumitomo Pharma Switzerland GmbHおよびUrovant Sciences GmbHから当社に移管し、当社がこれらの製品の事業運営

により直接的に関与する体制を構築したこと等に伴い、代表取締役社長による経営資源の配分に関する意思決定およ

び業績評価が、医薬品事業全体について一体的に行われることとなったため、医薬品事業単一セグメントとしていま

す。

このため、従来の当社グループの報告セグメントに基づく収益および業績の記載は省略しています。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年７月31日

住友ファーマ株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 俣 野 広 行

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 長 谷 川 卓 也

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている住友ファーマ株式会社の2026年４月１日から2027年

３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）及び第１四半期連

結累計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財

政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第５条第２項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用さ

れている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査

に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第２項（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要

と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第２項（ただし、

四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されている。）に基づき、継続企業に関する事項

を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

要約四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の

四半期財務諸表等の作成基準第５条第２項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略

が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第２

項（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成さ

れていないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


